
平成17年6月期 個別中間財務諸表の概要  
平成17年2月14日

上場会社名 グッドウィル・グループ株式会社 上場取引所 東

コード番号 4723 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.goodwill.com)

代　　表　　者　役職名 代表取締役会長 氏名　折口　雅博

問合せ先責任者　役職名
常務取締役管理本部長兼会
長室長

氏名　金崎　明 ＴＥＬ　　（03）3405－9228

決算取締役会開催日 平成17年2月14日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 平成17年3月11日 単元株制度採用の有無 無

１．平成16年12月中間期の業績（平成16年7月1日～平成16年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月中間期 6,668 △72.6 620 △75.5 104 △95.9

15年12月中間期 24,322 40.6 2,534 30.2 2,519 27.0

16年6月期 52,356 44.1 4,499 18.7 4,323 14.6

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

16年12月中間期 153 △89.6 241 40

15年12月中間期 1,470 39.4 7,957 30

16年6月期 2,476 22.5 4,095 44

（注）①期中平均株式数 16年12月中間期 633,813株15年12月中間期 184,758株 16年6月期 582,636株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

16年12月中間期 750 00 　　　　――――――

15年12月中間期 1,500 00 　　　　――――――

16年6月期 　　　　―――――― 2,500 00

 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月中間期 81,862 35,441 43.3 55,918 05

15年12月中間期 54,111 36,718 67.9 198,736 85

16年6月期 74,608 38,041 51.0 59,671 53

（注）①期末発行済株式数 16年12月中間期 627,383株15年12月中間期 184,761株 16年6月期 636,004株

②期末自己株式数 16年12月中間期 8,659株15年12月中間期 9株 16年6月期 38株

２．平成17年6月期の業績予想（平成16年7月1日～平成17年6月30日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 7,300 △280 0 750 00 1,500 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　0円00銭
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※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成15年12月31日）
当中間会計期間末

（平成16年12月31日）
前事業年度末要約貸借対照表

（平成16年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 9,607,429   3,353,837   9,593,520   

２．受取手形 ※３ 339,395   －   330,043   

３．売掛金  7,354,342   －   6,640,549   

４．繰延税金資産  191,218   32,268   274,736   

５．その他  1,188,684   2,072,538   514,654   

６．貸倒引当金  △65,195   △4,533   △55,482   

流動資産合計   18,615,875 34.4  5,454,110 6.7  17,298,023 23.2

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１  2,648,529   24,526,778   22,499,049  

２．無形固定資産   215,392   6,717   172,938  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  30,891,737   50,408,488   32,599,478   

(2）長期貸付金  67,633   276,763   115,122   

(3）破産債権等  193,804   －   207,611   

(4）繰延税金資産  183,140   22,115   187,559   

(5）その他  1,472,462   1,169,080   1,719,352   

(6）貸倒引当金  △176,695   △1,721   △190,677   

投資その他の資産
合計

  32,632,082   51,874,726   34,638,447  

固定資産合計   35,496,004 65.6  76,408,221 93.3  57,310,434 76.8

資産合計   54,111,880 100.0  81,862,332 100.0  74,608,457 100.0
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前中間会計期間末

（平成15年12月31日）
当中間会計期間末

（平成16年12月31日）
前事業年度末要約貸借対照表

（平成16年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．短期借入金  4,965,000   12,325,000   2,790,000   

２．１年以内返済長期
借入金

 866,000   3,901,332   2,192,082   

３．未払金  －   －   16,601,331   

４．未払費用  2,349,542   605,887   2,150,925   

５．未払法人税等  1,130,822   192,530   1,051,774   

６．未払消費税等  532,609   －   560,931   

７．その他  473,795   29,339   508,341   

流動負債合計   10,317,770 19.1  17,054,090 20.8  25,905,489 34.7

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金  7,027,000   29,360,752   10,637,918   

２．退職給付引当金  20,198   3,537   21,728   

３．役員退職慰労引当
金

 26,666   －   －   

４．その他  1,980   2,340   1,980   

固定負債合計   7,075,845 13.1  29,366,629 35.9  10,661,626 14.3

負債合計   17,393,616 32.1  46,420,719 56.7  36,567,116 49.0

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   13,674,660 25.3  14,118,990 17.2  14,118,990 18.9

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  3,418,665   3,577,179   3,577,179   

２．その他資本剰余金  12,926,604   12,926,604   12,926,604   

資本剰余金合計   16,345,269 30.2  16,503,783 20.2  16,503,783 22.1

Ⅲ　利益剰余金           

１．任意積立金  －   －   －   

２．中間（当期）未処
分利益

 6,645,535   6,801,375   7,374,373   

利益剰余金合計   6,645,535 12.3  6,801,375 8.3  7,374,373 9.9

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  56,803 0.1  6,510 0.0  51,897 0.1

Ⅴ　自己株式   △4,004 △0.0  △1,989,047 △2.4  △7,703 △0.0

資本合計   36,718,263 67.9  35,441,613 43.3  38,041,341 51.0

負債資本合計   54,111,880 100.0  81,862,332 100.0  74,608,457 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度要約損益計算書
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   24,322,401 100.0  6,668,897 100.0  52,356,717 100.0

Ⅱ　売上原価   15,904,102 65.4  3,685,775 55.3  34,484,969 65.9

売上総利益   8,418,298 34.6  2,983,121 44.7  17,871,748 34.1

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  5,883,838 24.2  2,362,439 35.4  13,372,078 25.5

営業利益   2,534,459 10.4  620,681 9.3  4,499,669 8.6

Ⅳ　営業外収益 ※１  149,244 0.6  109,593 1.7  235,102 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※２  163,943 0.6  626,181 9.4  411,595 0.8

経常利益   2,519,761 10.4  104,093 1.6  4,323,176 8.3

Ⅵ　特別利益 ※３  84,609 0.3  344,663 5.2  84,787 0.2

Ⅶ　特別損失 ※４  44,514 0.2  83,923 1.3  61,704 0.1

税引前中間（当
期）純利益

  2,559,855 10.5  364,834 5.5  4,346,259 8.3

法人税、住民税及
び事業税

 1,110,000   100,007   1,975,000   

法人税等調整額  △20,325 1,089,674 4.5 111,819 211,827 3.2 △104,896 1,870,103 3.6

中間（当期）純利
益

  1,470,180 6.0  153,006 2.3  2,476,156 4.7

前期繰越利益   5,175,354   6,648,369   5,175,354  

利益準備金取崩額   －   －   －  

中間配当額   －      277,137  

中間（当期）未処
分利益

  6,645,535   6,801,375   7,374,373  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②　その他有価証券

時価のあるもの

中間期末日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

②　その他有価証券

時価のあるもの

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額法）

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

　ただし、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用

しております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利

用分）については、見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用（「投資その他の

資産」の「その他」）

　定額法

　なお、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

(3）長期前払費用（「投資その他の

資産」の「その他」）

同左

(3）長期前払費用（「投資その他の

資産」の「その他」）

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び

破産更生債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会計

期末において発生していると認め

られる額を計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

 (3）役員退職慰労引当金

　常勤役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額を計上

しております。

─────

 

(3）役員退職慰労引当金

　常勤役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金規程

に基づく期末要支給額を計上して

おります。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　当社の内規であるリスク管理規

定に基づき、金利スワップを行っ

ています。当該金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用し

ております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

─────

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

 (3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクをヘッ

ジする目的で金利スワップ取引を

行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件

に該当すると判定されるため、当

該判定をもって有効性の判定に代

えております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、「未払消費

税等」として表示しております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

 (2）法人税、住民税及び事業税

　中間会計期間を一事業年度とみ

なして計算した税額を計上してお

ります。

(2）法人税、住民税及び事業税

同左

─────

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

────── ──────

追加情報

前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

────── ────── ─────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成15年12月31日）

当中間会計期間末
（平成16年12月31日）

前事業年度末
（平成16年６月30日）

１．※１　有形固定資産の減価償却累計額 １．※１　有形固定資産の減価償却累計額 １．※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,106,110千円 555,611千円 2,208,542千円

   

２．偶発債務 ２．偶発債務 ２．偶発債務

(イ)下記の関係会社の銀行からの借入金

について債務保証を行っております。

(イ)下記の関係会社の銀行からの借入金

について債務保証を行っております。

(イ)下記の関係会社等の金融機関からの

借入金について債務保証を行っておりま

す。

（会社名） （保証残高）

㈱コムスン 4,980,000千円

㈱ソア 347,520

（会社名） （保証残高）

㈱コムスン 5,575,000千円

㈱コティ 70,000

㈱フードスコープ 1,220,000

計 6,865,000

（会社名） （保証残高）

㈱コムスン 22,585,000千円

㈱ソア 114,400

㈱グッドウィル・エ

ンジニアリング
50,000

㈱フードスコープ 1,305,000

計 24,054,400

(ロ)下記の関係会社が締結しているリー

ス契約について債務保証の予約を行って

おります。

(ロ)下記の関係会社等が締結しているリー

ス契約について債務保証の予約を行って

おります。

(ロ)下記の関係会社が締結しているリー

ス契約について債務保証の予約を行って

おります。

（会社名） （予約残高）

㈱コムスン 1,524,618千円

（会社名） （予約残高）

㈱コムスン 2,713,339千円

㈱マッサージ師事務

代行センター
666千円

㈱フードスコープ 901,444千円

（会社名） （予約残高）

㈱コムスン 2,438,060千円

３．※３　中間会計期間末日満期手形の処理 ３．※３　中間会計期間末日満期手形の処理 ─────

　中間会計期間末日満期手形は、手形交

換日をもって決済処理しています。

　なお、当中間会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の当中間会計期

間末日満期手形が、中間会計期間末残高

に含まれております。

　中間会計期間末日満期手形は、手形交

換日をもって決済処理しています。

　当社は純粋持株会社への移行に伴い、

営業債権の受入は事業会社である㈱グッ

ドウィルが行っております。

なお、㈱グッドウィルにおいて当中間会

計期間末日が金融機関の休日であったた

め中間会計期間末残高に含まれている中

間末日満期手形は以下のとおりとなりま

す。

 

受取手形 17,761千円 受取手形 19,691千円  
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

───── １．営業収益、売上原価、販売費及び一般管理

費、ならびに営業費用

純粋持株会社へ移行後の売上高は関係会社か

らの配当収入、資産の賃貸収入及び業務受託

収入であります。この収入に対応する費用を

売上原価として計上しております。

─────

１．※１　営業外収益のうち主要なもの ２．※１　営業外収益のうち主要なもの １．※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 17,171千円

受取配当金 86,054 

受取利息 6,105千円

受取賃貸料 28,597 

受取利息 37,873千円

受取配当金 98,545 

受取手数料 11,625 

受取賃貸料 64,685 

その他 22,372 

２．※２　営業外費用のうち主要なもの ３．※２　営業外費用のうち主要なもの ２．※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 93,204千円

出資金投資損失 6,819 

支払利息 468,163千円

投資有価証券評価損 1,749 

金融支払手数料 50,000 

支払利息 257,264千円

出資金投資損失 17,305 

３．※３　特別利益の内容 ４．※３　特別利益の内容 ３．※３　特別利益の内容

固定資産売却益 1,162千円

投資有価証券売却益 83,624 

固定資産売却益 1,161千円

投資有価証券売却益 83,447 

固定資産売却益 167,912千円

投資有価証券売却益 120,371 

４．※４　特別損失の内容 ５．※４　特別損失の内容 ４．※４　特別損失の内容

固定資産除却損 5,811千円

投資有価証券売却損 414 

投資有価証券評価損 1,546 

本社移転関連損失 36,743 

計 44,514 

再編成関連費用 83,923千円

計 83,923 

固定資産除却損 14,331千円

投資有価証券評価損 1,576 

投資有価証券売却損 2,705 

本社移転関連損失 43,121 

計 61,704 

５．減価償却実施額 ６．減価償却実施額 ５．減価償却実施額

有形固定資産 322,819千円

無形固定資産 40,148 

有形固定資産 252,390千円

無形固定資産 7,548 

有形固定資産 834,454千円

無形固定資産 80,264 
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月31日）

＜リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引＞

＜リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引＞

＜リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引＞

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資産 155,414 47,839 107,574

合計 155,414 47,839 107,574

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資産 － － －

合計 － － －

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

有形固定資産 259,685 68,354 191,331

合計 259,685 68,354 191,331

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 25,125千円

１年超 81,499  

合計 106,624  

１年以内 －千円

１年超 －  

合計 －  

１年以内 47,314千円

１年超 145,971  

合計 193,286  

３．当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

３．当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

３．当期の支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 13,572千円

減価償却費相当額 13,288

支払利息相当額 640

支払リース料 4,831千円

減価償却費相当額 4,176

支払利息相当額 343

支払リース料 35,313千円

減価償却費相当額 34,532

支払利息相当額 2,050

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

（イ）減価償却費相当額の算定方法 （イ）減価償却費相当額の算定方法 （イ）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

同左 同左

（ロ）利息相当額の算定方法 （ロ）利息相当額の算定方法 （ロ）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左 同左
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前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月31日）

────── ５．平成16年8月1日付で行われた分社により

㈱グッドウィルにリース契約の一部を継

承しております。

なお、前期と同一の基準によった場合の

リース取引にかかる注記は以下のとおり

となります。

──────

 ＜リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引＞

 

 (1)．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

 

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資産 365,099 63,250 301,848

合計 365,099 63,250 301,848

 (2)．未経過リース料中間期末残高相当額  

１年以内 77,014千円

１年超 226,241  

合計 303,255  

 (3)．当中間期の支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 36,562千円

減価償却費相当額 34,679

支払利息相当額 2,278

   

   

   

   

   

②　有価証券

前中間会計期間末（平成15年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末（平成16年12月31日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

子会社株式 6,824 4,838 1,985

前事業年度末（平成16年６月30日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

（株式分割） ────── （会社分割）

　平成15年10月27日開催の当社取締役

会決議に基づき、次のように株式分割

による新株式を発行しております。

１．平成16年１月20日をもって普通株

式１株を３株に分割する。

(1）分割により増加する株式数

普通株式 369,536株

(2）分割の方法

　平成15年11月30日最終の株主名

簿および実質株主名簿に記載また

は記録された株主の所有株式数を、

１株につき３株の割合をもって分

割する。

２．配当起算日

平成16年１月１日

（株式会社コムスンとの株式交換）

　当社と当社の子会社である株式会社

コムスンは、両社が効率的な成長を図

り、当社グループ総体として企業価値

を最大化していくことを目的として、

平成15年11月13日の両社の取締役会に

おいて株式交換を行うことが決議され、

同日付で株式交換契約書に調印いたし

ました。

　その後、平成15年11月26日開催の両

社の取締役会で、株式交換比率の変更

をする旨の決議がなされ、同日付で変

更後の株式交換契約書に調印いたしま

した。

　同契約は平成16年１月20日開催の臨

時株主総会において承認されました。

①　株式交換の内容

　当社を完全親会社とし、株式会社

コムスンを完全子会社とする。

②　株式交換の日

平成16年２月24日

③　株式交換比率

当社 1

株式会社コムスン 0.09903

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

　当社は平成16年６月11日の臨時株主

総会での決議を経て、平成16年８月１

日付けで当社の請負事業部門を分割し、

当社100％子会社である純粋持株会社

制へ移行いたしました。

（株式取得による会社の買収） 

　当社は、ヒュー・マネジメント・

ジャパン株式会社株式に対する公開買

付けを平成16年７月13日にて完了し、

その結果同社を当社の子会社といたし

ました。ヒュー・マネジメント・ジャ

パン株式会社の概要は以下の通りであ

ります。

(1）株式を取得した会社

名称 ヒュー・マネジメン

ト・ジャパン株式会

社

住所 東京都港区

代表者 代表取締役社長　

齊藤　義明

資本金 640,000千円（平成

16年７月６日現在）

事業の内容 再就職支援サービス

ほか

(2）財政状態及び経営成績

ヒュー・マネジメント・ジャパン

株式会社の平成16年３月期の財政

状態及び経営成績は以下のとおり

であります。

売上高 6,134,971千円

経常利益 1,611,220

当期純利益 779,349

総資産額 6,972,018

純資産額 3,654,590
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前中間会計期間
（自　平成15年７月１日
至　平成15年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成16年７月１日
至　平成16年12月31日）

前事業年度
（自　平成15年７月１日
至　平成16年６月30日）

④　株式交換により発行する新株式数   

グッドウィル・グループ株式会社   

普通株式 81,739株     

　ただし、当社が所有する株式会社

コムスンの普通株式2,948,100株に

つきましては、割当交付しない。

  

⑤　資本金及び資本準備金は、株式交

換の日に株式会社コムスンに現存

する純資産額に同社の発行済株式

の総数に対する交換により当社に

移転する株式の数の割合を乗じた

額が増加する。
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